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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　流体を減圧膨張させて流体噴射口（１６１ａ）から噴射するノズル（１６１）と、
　前記流体噴射口（１６１ａ）から噴射された高速度の噴射流体によって流体を吸引する
流体吸引口（１６２ａ）、前記噴射流体と前記流体吸引口（１６２ａ）から吸引された吸
引流体とを混合させる混合部（１６２ｃ）、および、前記混合部（１６２ｃ）の流体出口
（１６２ｅ）から流出した混合流体の速度エネルギを圧力エネルギに変換する昇圧部（１
６２ｄ）が形成されたボデー（１６２）とを備え、
　前記ノズル（１６１）は、その流体通路の途中に流体通路面積が最も縮小した喉部（１
６１ｂ）が形成され、かつ、前記喉部（１６１ｂ）の下流側には前記噴射流体の流れ方向
に向かって流体通路面積が徐々に拡大する末広テーパ部（１６１ｃ）が形成されたラバー
ルノズルであり、
　前記流体通路のうち前記末広テーパ部（１６１ｃ）の出口部と前記流体噴射口（１６１
ａ）との間には、前記噴射流体の流れ方向に向かって流体通路面積が徐々に拡大する先端
テーパ部（１６１ｄ）が形成されており、
　前記ノズル（１６１）の軸線（φ）を含む断面を基準断面とし、さらに、前記基準断面
と前記流体噴射口（１６１ａ）との噴射口側交点（Ｐ１）および前記基準断面と前記流体
出口（１６２ｅ）との出口側交点（Ｐ２）のうち、前記軸線（φ）に対して一方の側に位
置付けられる噴射口側交点（Ｐ１）および出口側交点（Ｐ２）を結んだ線を第１仮想線（
Ｌ１）とし、前記軸線（φ）に対して他方の側に位置付けられる噴射口側交点（Ｐ１）お
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よび出口側交点（Ｐ２）を結んだ線を第２仮想線（Ｌ２）としたときに、
　前記基準断面における前記末広テーパ部（１６１ｃ）の広がり角度（θ０）は、前記基
準断面における前記先端テーパ部（１６１ｄ）の広がり角度（θ１）よりも大きくなって
おり、
　さらに、前記基準断面における前記先端テーパ部（１６１ｄ）の広がり角度（θ１）が
、前記基準断面における前記第１仮想線（Ｌ１）と前記第２仮想線（Ｌ２）との間に形成
される角度（θ２）以下になっていることを特徴とするエジェクタ。
【請求項２】
　流体を減圧膨張させて流体噴射口（１６１ａ）から噴射するノズル（１６１）と、
　前記流体噴射口（１６１ａ）から噴射された高速度の噴射流体によって流体を吸引する
流体吸引口（１６２ａ）、前記噴射流体と前記流体吸引口（１６２ａ）から吸引された吸
引流体とを混合させる混合部（１６２ｃ）、および、前記混合部（１６２ｃ）の流体出口
（１６２ｅ）から流出した混合流体の速度エネルギを圧力エネルギに変換する昇圧部（１
６２ｄ）が形成されたボデー（１６２）とを備え、
　前記ノズル（１６１）は、その流体通路の途中に流体通路面積が最も縮小した喉部（１
６１ｂ）が形成され、かつ、前記喉部（１６１ｂ）の下流側には前記噴射流体の流れ方向
に向かって流体通路面積が徐々に拡大する末広テーパ部（１６１ｃ）が形成されたラバー
ルノズルであり、
　前記流体通路のうち前記末広テーパ部（１６１ｃ）の出口部と前記流体噴射口（１６１
ａ）との間には、前記噴射流体の流れ方向に向かって流体通路面積が徐々に拡大する先端
テーパ部（１６１ｄ）が形成されており、
　前記ノズル（１６１）の軸線（φ）を含む断面を基準断面とし、さらに、前記基準断面
と前記流体噴射口（１６１ａ）との噴射口側交点（Ｐ１）および前記基準断面と前記流体
出口（１６２ｅ）との出口側交点（Ｐ２）のうち、前記軸線（φ）に対して一方の側に位
置付けられる噴射口側交点（Ｐ１）および出口側交点（Ｐ２）を結んだ線を第１仮想線（
Ｌ１）とし、前記軸線（φ）に対して他方の側に位置付けられる噴射口側交点（Ｐ１）お
よび出口側交点（Ｐ２）を結んだ線を第２仮想線（Ｌ２）としたときに、
　前記基準断面における前記末広テーパ部（１６１ｃ）の広がり角度（θ０）は、前記基
準断面における前記先端テーパ部（１６１ｄ）の広がり角度（θ１）よりも大きくなって
おり、
　さらに、前記基準断面における前記先端テーパ部（１６１ｄ）の広がり角度（θ１）が
、前記基準断面における前記第１仮想線（Ｌ１）と前記第２仮想線（Ｌ２）との間に形成
される角度（θ２）と同等となっていることを特徴とするエジェクタ。
【請求項３】
　流体を減圧膨張させて流体噴射口（１６１ａ）から噴射するノズル（１６１）と、
　前記流体噴射口（１６１ａ）から噴射された高速度の噴射流体によって流体を吸引する
流体吸引口（１６２ａ）、前記噴射流体と前記流体吸引口（１６２ａ）から吸引された吸
引流体とを混合させる混合部（１６２ｃ）、および、前記混合部（１６２ｃ）の流体出口
（１６２ｅ）から流出した混合流体の速度エネルギを圧力エネルギに変換する昇圧部（１
６２ｄ）が形成されたボデー（１６２）とを備え、
　前記ノズル（１６１）は、その流体通路の途中に流体通路面積が最も縮小した喉部（１
６１ｂ）が形成され、かつ、前記喉部（１６１ｂ）の下流側には前記噴射流体の流れ方向
に向かって流体通路面積が徐々に拡大する末広テーパ部（１６１ｃ）が形成されたラバー
ルノズルであり、
　前記流体通路のうち前記末広テーパ部（１６１ｃ）の出口部と前記流体噴射口（１６１
ａ）との間には、前記噴射流体の流れ方向に向かって流体通路面積が徐々に拡大する先端
テーパ部（１６１ｄ）が形成されており、
　前記ノズル（１６１）の軸線（φ）を含む断面を基準断面としたときに、前記基準断面
における前記末広テーパ部（１６１ｃ）の広がり角度（θ０）は、前記基準断面における
前記先端テーパ部（１６１ｄ）の広がり角度（θ１）よりも大きくなっており、



(3) JP 5338481 B2 2013.11.13

10

20

30

40

50

　さらに、前記基準断面と前記先端テーパ部（１６１ｄ）の交線の延長線上に、前記基準
断面と前記流体出口（１６２ｅ）との出口側交点（Ｐ２）が位置付けられていることを特
徴とするエジェクタ。
【請求項４】
　前記流体通路内には、前記軸線（φ）に対して同軸上に伸びる針状のニードル（１６３
）が配置され、
　前記ニードル（１６３）の先端部であって、前記先端テーパ部（１６１ｄ）内に位置付
けられる部位には、流体流れ方向に向かって徐々に軸方向垂直断面積が減少する先細テー
パ部（１６３ａ）が形成されており、
　前記喉部（１６１ｂ）から前記先端テーパ部（１６１ｄ）へ至る範囲における流体通路
面積の拡大度合と前記先端テーパ部（１６１ｄ）における流体通路面積の拡大度合が一致
していることを特徴とする請求項１ないし３のいずれか１つに記載のエジェクタ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ノズルから噴射される高速度の噴射流体によって流体を吸引するエジェクタ
に関し、エジェクタ式冷凍サイクルに適用して好適である。
【背景技術】
【０００２】
　従来、流体を減圧膨張させるノズルから噴射される噴射流体の吸引作用によって、流体
吸引口から流体を吸引するエジェクタが知られている。この種のエジェクタでは、噴射流
体と流体吸引口から吸引された吸引流体とを混合部にて混合し、混合された混合流体の速
度エネルギを昇圧部（ディフューザ部）にて圧力エネルギに変換して、エジェクタから流
出する流出流体の圧力を吸引流体の圧力よりも上昇させている。
【０００３】
　従って、昇圧部にて流出流体の圧力を充分に上昇させるためには、噴射流体の流速を増
加させて、混合流体の流速を増加させることが有効である。さらに、噴射流体の流速を増
加させる手段としては、ノズルにラバールノズルを採用することが知られている。ラバー
ルノズルとは、流体通路面積が最も縮小した喉部、および、喉部に連続するように配置さ
れて流体通路面積が徐々に拡大する末広テーパ部が形成されたノズルである。
【０００４】
　ところが、ラバールノズルは末広テーパ部を有しているので、ラバールノズルから噴射
される噴射流体は、ノズルの軸線に垂直な径方向に広がりながら混合部へ噴射される。こ
のような噴射流体の径方向への広がりは、混合部へ噴射される噴射流体と混合部へ流入す
る吸引流体との衝突損失を招くため、エジェクタのエネルギ変換効率（以下、エジェクタ
効率という）ηｅを低下させる原因となる。
【０００５】
　これに対して、特許文献１のエジェクタでは、末広テーパ部の冷媒流れ下流側に流体通
路面積が一定となったストレート部を設けることで、混合部へ噴射される噴射流体の流れ
方向と混合部へ流入する吸引流体の流れ方向とを平行にし、噴射流体と吸引流体との衝突
損失を低減させている。これにより、エジェクタ効率ηｅを向上させて、昇圧部にて流出
流体の圧力を充分に上昇させている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００４－１１６８０７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、特許文献１のエジェクタのように、混合部へ噴射される噴射流体の流れ
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方向と混合部へ流入する吸引流体の流れ方向とを平行にしてしまうと、混合部において噴
射流体と吸引流体とを充分に混合できなくなってしまう。さらに、混合部において噴射流
体と吸引流体とを充分に混合できなくなると、昇圧部にて流出流体の圧力を充分に上昇さ
せることができなくなってしまうことがある。
【０００８】
　例えば、エジェクタを冷媒減圧手段としてエジェクタ式冷凍サイクルに適用した場合、
ノズルから噴射される噴射冷媒は気液二相状態となり、冷媒吸引口から吸引される吸引冷
媒は気相状態となる。従って、混合部にて噴射冷媒と吸引冷媒とを充分に混合できないと
、液相冷媒と気相冷媒とが偏在する不均質な気液二相状態の混合冷媒が昇圧部へ流入して
しまうことになる。
【０００９】
　ここで、一般的に、気液二相状態の冷媒が流入する昇圧部の寸法諸元は、気相冷媒の流
速および液相冷媒の流速が略等速となって液相冷媒と気相冷媒が均質な状態になっている
ことを前提として決定されている。そのため、不均質な状態の混合冷媒が昇圧部へ流入す
ると、昇圧部にて混合冷媒を充分に昇圧できなくなってしまう。
【００１０】
　上記点に鑑み、本発明は、混合部にて噴射流体と吸引流体とを適度に混合させて、昇圧
部にて流出流体の圧力を充分に上昇させることのできるエジェクタを提供することを目的
とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上記目的を達成するため、請求項１に記載の発明では、流体を減圧膨張させて流体噴射
口（１６１ａ）から噴射するノズル（１６１）と、流体噴射口（１６１ａ）から噴射され
た高速度の噴射流体によって流体を吸引する流体吸引口（１６２ａ）、噴射流体と流体吸
引口（１６２ａ）から吸引された吸引流体とを混合させる混合部（１６２ｃ）、および、
混合部（１６２ｃ）の流体出口（１６２ｅ）から流出した混合流体の速度エネルギを圧力
エネルギに変換する昇圧部（１６２ｄ）が形成されたボデー（１６２）とを備え、
　ノズル（１６１）は、その流体通路の途中に流体通路面積が最も縮小した喉部（１６１
ｂ）が形成され、かつ、前記喉部（１６１ｂ）の下流側には前記噴射流体の流れ方向に向
かって流体通路面積が徐々に拡大する末広テーパ部（１６１ｃ）が形成されたラバールノ
ズルであり、
　ノズル（１６１）の流体通路のうち末広テーパ部（１６１ｃ）の出口部と流体噴射口（
１６１ａ）との間には、噴射流体の流れ方向に向かって流体通路面積が徐々に拡大する先
端テーパ部（１６１ｄ）が形成されており、
　ノズル（１６１）の軸線（φ）を含む断面を基準断面とし、さらに、基準断面と流体噴
射口（１６１ａ）との噴射口側交点（Ｐ１）および基準断面と流体出口（１６２ｅ）との
出口側交点（Ｐ２）のうち、軸線（φ）に対して一方の側に位置付けられる噴射口側交点
（Ｐ１）および出口側交点（Ｐ２）を結んだ線を第１仮想線（Ｌ１）とし、軸線（φ）に
対して他方の側に位置付けられる噴射口側交点（Ｐ１）および出口側交点（Ｐ２）を結ん
だ線を第２仮想線（Ｌ２）としたときに、
　基準断面における末広テーパ部（１６１ｃ）の広がり角度（θ０）は、基準断面におけ
る先端テーパ部（１６１ｄ）の広がり角度（θ１）よりも大きくなっており、
　さらに、基準断面における先端テーパ部（１６１ｄ）の広がり角度（θ１）が、基準断
面における第１仮想線（Ｌ１）と第２仮想線（Ｌ２）との間に形成される角度（θ２）以
下になっているエジェクタを特徴としている。
【００１２】
　これによれば、ノズル（１６１）として、喉部（１６１ｂ）の下流側に噴射流体の流れ
方向に向かって流体通路面積が徐々に拡大する末広テーパ部（１６１ｃ）が形成されたラ
バールノズルを採用しており、そして、末広テーパ部（１６１ｃ）の広がり角度（θ０）
を先端テーパ部（１６１ｄ）の広がり角度（θ１）よりも大きくしているので、混合流体
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の流速を増加させることができる。さらに、流体噴射口（１６１ａ）側の端部に先端テー
パ部（１６１ｄ）が形成されているので、噴射流体を軸線（φ）に垂直な径方向に広げな
がら混合部（１６２ｃ）へ噴射することができる。従って、混合部（１６２ｃ）へ噴射さ
れる噴射流体と混合部（１６２ｃ）へ流入する吸引流体とを衝突させて混合させることが
できる。
【００１３】
　この際、先端テーパ部（１６１ｄ）の広がり角度（θ１）が、第１仮想線（Ｌ１）と第
２仮想線（Ｌ２）との間に形成される角度（θ２）以下となっているので、噴射流体が径
方向に過度に広がることがない。従って、エジェクタ効率ηｅを低下させる原因となる噴
射流体と吸引流体との混合損失を抑制できる。
【００１４】
　その結果、エジェクタ効率ηｅの低下を抑制しながら混合部（１６２ｃ）にて噴射流体
と吸引流体とを適度に混合させることができるとともに、混合流体の流速を増加させて昇
圧部（１６２ｄ）にて流出流体の圧力を充分に上昇させることのできるエジェクタを提供
できる。
【００１５】
　ところで、先端テーパ部（１６１ｄ）を設けても、先端テーパ部（１６１ｄ）の広がり
角度（θ１）を、第１仮想線（Ｌ１）と第２仮想線（Ｌ２）との間に形成される角度（θ
２）よりも小さくするに伴って、混合部へ噴射される噴射流体の流れ方向と吸引流体の流
れ方向が平行に近づく。そのため、噴射流体と吸引流体との混合性も悪化していく。
【００１６】
　そこで、請求項２に記載の発明では、流体を減圧膨張させて流体噴射口（１６１ａ）か
ら噴射するノズル（１６１）と、流体噴射口（１６１ａ）から噴射された高速度の噴射流
体によって流体を吸引する流体吸引口（１６２ａ）、噴射流体と流体吸引口（１６２ａ）
から吸引された吸引流体とを混合させる混合部（１６２ｃ）、および、混合部（１６２ｃ
）の流体出口（１６２ｅ）から流出した混合流体の速度エネルギを圧力エネルギに変換す
る昇圧部（１６２ｄ）が形成されたボデー（１６２）とを備え、
　ノズル（１６１）は、その流体通路の途中に流体通路面積が最も縮小した喉部（１６１
ｂ）が形成され、かつ、前記喉部（１６１ｂ）の下流側には前記噴射流体の流れ方向に向
かって流体通路面積が徐々に拡大する末広テーパ部（１６１ｃ）が形成されたラバールノ
ズルであり、
　ノズル（１６１）の流体通路のうち末広テーパ部（１６１ｃ）の出口部と流体噴射口（
１６１ａ）との間には、噴射流体の流れ方向に向かって流体通路面積が徐々に拡大する先
端テーパ部（１６１ｄ）が形成されており、
　ノズル（１６１）の軸線（φ）を含む断面を基準断面とし、さらに、基準断面と流体噴
射口（１６１ａ）との噴射口側交点（Ｐ１）および基準断面と流体出口（１６２ｅ）との
出口側交点（Ｐ２）のうち、軸線（φ）に対して一方の側に位置付けられる噴射口側交点
（Ｐ１）および出口側交点（Ｐ２）を結んだ線を第１仮想線（Ｌ１）とし、軸線（φ）に
対して他方の側に位置付けられる噴射口側交点（Ｐ１）および出口側交点（Ｐ２）を結ん
だ線を第２仮想線（Ｌ２）としたときに、
　基準断面における末広テーパ部（１６１ｃ）の広がり角度（θ０）は、基準断面におけ
る先端テーパ部（１６１ｄ）の広がり角度（θ１）よりも大きくなっており、
　さらに、基準断面における先端テーパ部（１６１ｄ）の広がり角度（θ１）が、基準断
面における第１仮想線（Ｌ１）と第２仮想線（Ｌ２）との間に形成される角度（θ２）と
同等となっているエジェクタを特徴としている。
【００１７】
　これによれば、請求項１に記載の発明と同様の作用効果が得られる。特に、請求項２に
記載の発明では、先端テーパ部（１６１ｄ）の広がり角度（θ１）を第１仮想線（Ｌ１）
と第２仮想線（Ｌ２）との間に形成される角度（θ２）と同等にすることで、噴射流体と
吸引流体が混合部（１６２ｃ）の冷媒出口（１６２ｅ）へ至るまで混合されるので、エジ
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ェクタ効率ηｅの低下を抑制しながら噴射流体と吸引流体とを適切に混合させることがで
きるとともに、混合流体の流速を増加させて昇圧部（１６２ｄ）にて流出流体の圧力を充
分に上昇させることのできるエジェクタを提供することができる。
【００１８】
　なお、本請求項における「同等」とは、広がり角度（θ１）が角度（θ２）と完全に一
致していることのみを意味するものではなく、製造上、組付上の誤差によって広がり角度
（θ１）と角度（θ２）が僅かにずれた範囲も含む意味である。
【００１９】
　さらに、請求項３に記載の発明では、流体を減圧膨張させて流体噴射口（１６１ａ）か
ら噴射するノズル（１６１）と、流体噴射口（１６１ａ）から噴射された高速度の噴射流
体によって流体を吸引する流体吸引口（１６２ａ）、噴射流体と流体吸引口（１６２ａ）
から吸引された吸引流体とを混合させる混合部（１６２ｃ）、および、混合部（１６２ｃ
）の流体出口（１６２ｅ）から流出した混合流体の速度エネルギを圧力エネルギに変換す
る昇圧部（１６２ｄ）が形成されたボデー（１６２）とを備え、
　ノズル（１６１）は、その流体通路の途中に流体通路面積が最も縮小した喉部（１６１
ｂ）が形成され、かつ、前記喉部（１６１ｂ）の下流側には前記噴射流体の流れ方向に向
かって流体通路面積が徐々に拡大する末広テーパ部（１６１ｃ）が形成されたラバールノ
ズルであり、
　ノズル（１６１）の流体通路のうち末広テーパ部（１６１ｃ）の出口部と流体噴射口（
１６１ａ）との間には、噴射流体の流れ方向に向かって流体通路面積が徐々に拡大する先
端テーパ部（１６１ｄ）が形成されており、
　ノズル（１６１）の軸線（φ）を含む断面を基準断面としたときに、基準断面における
末広テーパ部（１６１ｃ）の広がり角度（θ０）は、基準断面における先端テーパ部（１
６１ｄ）の広がり角度（θ１）よりも大きくなっており、
　さらに、基準断面と先端テーパ部（１６１ｄ）の交線の延長線上に、基準断面と流体出
口（１６２ｅ）との出口側交点（Ｐ２）が位置付けられているエジェクタを特徴としてい
る。
【００２０】
　これによれば、請求項１に記載の発明と同様の作用効果が得られる。特に、請求項３に
記載の発明では、基準断面と先端テーパ部（１６１ｄ）の交線の延長線上に、基準断面と
流体出口（１６２ｅ）との出口側交点（Ｐ２）が位置付けられる構成とすることで、請求
項２に記載の発明と同様に、エジェクタ効率ηｅの低下を抑制しながら混合部（１６２ｃ
）にて噴射流体と吸引流体とを適切に混合させることができるとともに、混合流体の流速
を増加させて昇圧部（１６２ｄ）にて流出流体の圧力を充分に上昇させることのできるエ
ジェクタを提供することができる。
【００２１】
　なお、本請求項における「延長線上に、…位置付けられている」とは、出口側交点（Ｐ
２）が完全に延長線上に位置付けられていることのみを意味するものではなく、製造上、
組付上の誤差によって、出口側交点（Ｐ２）が延長線上から僅かにずれた範囲も含む意味
である。
【００２２】
　請求項４に記載の発明では、請求項１ないし３のいずれか１つに記載のエジェクタにお
いて、流体通路内には、軸線（φ）に対して同軸上に伸びる針状のニードル（１６３）が
配置され、ニードル（１６３）の先端部であって、先端テーパ部（１６１ｄ）内に位置付
けられる部位には、流体流れ方向に向かって徐々に軸方向垂直断面積が減少する先細テー
パ部（１６３ａ）が形成されており、喉部（１６１ｂ）から先端テーパ部（１６１ｄ）へ
至る範囲における流体通路面積の拡大度合と先端テーパ部（１６１ｄ）における流体通路
面積の拡大度合が一致していることを特徴とする。
【００２３】
　これによれば、先端テーパ部（１６１ｄ）を設けても、流体通路の流体通路面積の変化
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がラバールノズルと同様となるので、混合流体の流速を効果的に増加させることができる
。その結果、昇圧部（１６２ｄ）にて流出流体の圧力を効果的に上昇させることができる
。
【００２４】
　なお、この欄および特許請求の範囲で記載した各手段の括弧内の符号は、後述する実施
形態に記載の具体的手段との対応関係を示す一例である。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】第１実施形態のエジェクタ式冷凍サイクルの全体構成図である。
【図２】第１実施形態のエジェクタの軸方向断面図である。
【図３】図２のＡ部拡大図面である。
【図４】第１実施形態の噴射冷媒および吸引冷媒の流れを示す模式図である。
【図５】第２実施形態のエジェクタの軸方向断面の拡大図である。
【図６】第３実施形態のエジェクタの軸方向断面の拡大図である。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　（第１実施形態）
　図１～４により、本発明の第１実施形態を説明する。本実施形態では、本発明のエジェ
クタ１６を、車両用空調装置に用いられるエジェクタ式冷凍サイクル１０に適用している
。図１は、このエジェクタ式冷凍サイクル１０の全体構成図である。まず、エジェクタ式
冷凍サイクル１０において、圧縮機１１は、冷媒を吸入して圧縮するもので、車両走行用
エンジン（図示せず）から駆動力が伝達されて回転駆動される。
【００２７】
　圧縮機１１としては、吐出容量の変化により冷媒吐出能力を調整できる可変容量型圧縮
機、あるいは、電磁クラッチの断続により圧縮機作動の稼働率を変化させて冷媒吐出能力
を調整する固定容量型圧縮機のいずれを採用してもよい。また、圧縮機１１として電動圧
縮機を使用すれば、電動モータの回転数調整により冷媒吐出能力を調整できる。
【００２８】
　圧縮機１１の冷媒吐出側には、放熱器１２が接続されている。放熱器１２は、圧縮機１
１から吐出された高圧冷媒と冷却ファン１２ａにより送風される外気（車室外空気）とを
熱交換させて、高圧冷媒を放熱させる放熱用熱交換器である。冷却ファン１２ａは、図示
しない空調制御装置から出力される制御電圧によって回転数（送風空気量）が制御される
電動式送風機である。
【００２９】
　なお、本実施形態のエジェクタ式冷凍サイクル１０では、冷媒として通常のフロン系冷
媒を採用し、高圧側冷媒圧力が冷媒の臨界圧力を超えない亜臨界サイクルを構成している
。従って、放熱器１２は冷媒を凝縮させる凝縮器として機能する。また、本実施形態では
、冷媒が特許請求の範囲に記載された流体に対応する。
【００３０】
　放熱器１２の下流側には、レシーバ１２ｂが接続されている。このレシーバ１２ｂは、
放熱器１２から流出した冷媒の気液を分離して余剰液相冷媒を溜めておく気液分離器であ
る。なお、本実施形態では、放熱器１２とレシーバ１２ｂとを一体的に構成しているが、
放熱器１２とレシーバ１２ｂとを別体に構成してもよい。
【００３１】
　さらに、放熱器１２として、冷媒を凝縮させる凝縮用熱交換部と、この凝縮用熱交換部
からの冷媒を導入して冷媒の気液を分離するレシーバ部と、このレシーバ部からの飽和液
相冷媒を過冷却する過冷却用熱交換部とを有する、いわゆるサブクールタイプの凝縮器を
採用してもよい。
【００３２】
　レシーバ１２ｂの液相冷媒出口には、可変絞り機構である膨張弁１３が接続されている
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。この膨張弁１３は、レシーバ１２ｂから流出した高圧液相冷媒を気液二相状態の中間圧
冷媒に減圧する減圧手段であるとともに、膨張弁１３下流側へ流出させる冷媒の流量を調
整する流量調整手段でもある。
【００３３】
　なお、本実施形態では、膨張弁１３として温度式膨張弁を採用している。具体的には、
温度式膨張弁は、後述する流出側蒸発器１７出口側の冷媒通路に配置された感温部１３ａ
を有しており、流出側蒸発器１７出口側冷媒の温度と圧力とに基づいて流出側蒸発器１７
出口側冷媒の過熱度を検出し、流出側蒸発器１７出口側冷媒の過熱度が予め設定された所
定値となるように機械的機構により弁開度（冷媒流量）を調整する。
【００３４】
　膨張弁１３の冷媒出口側には、膨張弁１３にて減圧膨張された気液二相状態の中間圧冷
媒の流れを分岐する分岐部１４が接続されている。分岐部１４は、３つの流入出口を有す
る三方継手構造のもので、流入出口のうち１つを冷媒流入口とし、２つを冷媒流出口とし
たものである。このような分岐部１４は、複数の配管を接合して構成してもよいし、金属
ブロックや樹脂ブロックに複数の冷媒通路穴を設けて構成してもよい。
【００３５】
　そして、分岐部１４において分岐された一方の冷媒は、分岐部１４の一方の冷媒流出口
とエジェクタ１６のノズル１６１入口とを接続するノズル側配管１５ａへ流入し、他方の
冷媒は、分岐部１４の他方の冷媒流出口とエジェクタ１６の冷媒吸引口１６２ａとを接続
する吸引口側配管１５ｂへ流入する。
【００３６】
　エジェクタ１６は、高圧冷媒を減圧する減圧手段の機能を果たすとともに、高速で噴出
する冷媒流の吸引作用によって冷媒の循環を行う冷媒循環手段としての機能を果たす。エ
ジェクタ１６の詳細構成については、図２、３により説明する。図２は、エジェクタ１６
のノズル１６１の軸線φを含む軸方向断面図であり、図３は、図２のＡ部拡大図である。
なお、以下の説明では、図２、３に図示された断面を基準断面とする。
【００３７】
　本実施形態のエジェクタ１６は、ノズル１６１およびボデー１６２を有して構成されて
いる。まず、ノズル１６１は、略円筒状の金属（例えば、真鍮、ステンレス合金）で形成
されており、冷媒流れ方向に向かって先細り形状に形成されている。そして、その内部に
は、ノズル側配管１５ａを介して流入した冷媒が通過する冷媒通路（流体通路）が、軸線
φに沿って形成されている。
【００３８】
　冷媒通路の冷媒流れ最下流部となる先細り形状の先端側には、冷媒を噴射する冷媒噴射
口（流体噴射口）１６１ａが形成されている。さらに、冷媒通路の途中には、冷媒通路面
積（流体通路面積）が最も縮小した喉部１６１ｂ、喉部１６１ｂの下流側に連続するよう
に配置されて冷媒通路面積が徐々に拡大する末広テーパ部１６１ｃが形成されている。つ
まり、本実施形態のノズル１６１はラバールノズルとして構成されている。
【００３９】
　従って、ノズル１６１に流入した冷媒は等エントロピ的に減圧膨張され、冷媒噴射口１
６１ａから噴射される噴射冷媒の流速は音速以上となる。さらに、冷媒通路のうち冷媒噴
射口１６１ａ側の端部、すなわち末広テーパ部１６１ｃの出口部から冷媒噴射口１６１ａ
へ至る範囲には、噴射冷媒の流れ方向に向かって冷媒通路面積が徐々に拡大する先端テー
パ部１６１ｄが形成されている。
【００４０】
　なお、基準断面における末広テーパ部１６１ｃの広がり角度θ０は、喉部１６１ｂにて
音速以上となった冷媒の流速を、末広テーパ部１６１ｃにて効率的に増加させることがで
きるように決定されている。このため、本実施形態では、図２に示すように、末広テーパ
部１６１ｃの広がり角度θ０が、先端テーパ部１６１ｄの拡がり角度θ１よりも大きく形
成されている。先端テーパ部１６１ｄの拡がり角度θ１の詳細については後述する。
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【００４１】
　また、ノズル１６１は、ボデー１６２の内部に収容されるように、圧入等の方法で固定
されており、圧入部（固定部）から冷媒が漏れることを防止している。もちろん、固定部
からの冷媒漏れを防止できれば、接着、溶接、圧接、はんだ付け等の接合手段で接合・固
定してもよい。
【００４２】
　ボデー１６２は、略円筒状の金属（例えば、アルミニウム）で形成されており、その内
部にノズル１６１を支持固定する固定部材として機能するとともに、エジェクタ１６の外
殻を形成するものである。また、ボデー１６２の内部には、冷媒吸引口（流体吸引口）１
６２ａ、吸引通路１６２ｂ、混合部１６２ｃ、昇圧部としてのディフューザ部１６２ｄ等
が形成されている。もちろん、上記の機能を実現できれば、ボデー１６２を樹脂にて形成
してもよい。
【００４３】
　冷媒吸引口１６２ａは、ボデー１６２の内外を貫通するように設けられ、噴射冷媒の吸
引作用によって後述する吸引側蒸発器１９から流出した冷媒をエジェクタ１６内部へ吸引
する貫通穴である。さらに、冷媒吸引口１６２ａは、ノズル１６１の外周側に配置され、
冷媒噴射口１６１ａと連通している。
【００４４】
　従って、ボデー１６２内部の冷媒吸引口１６２ａ周辺には、冷媒を流入させる入口空間
が形成され、ノズル１６１の先細り形状の先端部周辺の外周側とボデー１６２の内周側と
の間の空間には、ボデー１６２の内部へ流入した吸引冷媒を混合部１６２ｃ側へ導く吸引
通路１６２ｂが形成されている。
【００４５】
　混合部１６２ｃは、ノズル１６１および冷媒吸引口１６２ａの冷媒流れ下流側に配置さ
れて、ノズル１６１から噴射された噴射冷媒と冷媒吸引口１６２ａから吸引された吸引冷
媒とを混合させる円柱状の空間である。さらに、混合部１６２ｃを形成する円柱状の空間
は、ノズル１６１と同軸上に配置されており、混合部１６２ｃの冷媒の通路面積は一定と
なっている。
【００４６】
　ここで、図３により、ノズル１６１の先端テーパ部１６１ｄの拡がり角度θ１の詳細に
ついて説明する。以下の説明では、図３において、基準断面と冷媒噴射口１６１ａとの交
点を噴射口側交点Ｐ１と定義し、基準断面と混合部１６２ｃの冷媒出口（流体出口）１６
２ｅとの交点を出口側交点Ｐ２と定義する。
【００４７】
　さらに、軸線φに対して一方の側に位置付けられる噴射口側交点Ｐ１および出口側交点
Ｐ２を結んだ直線を第１仮想線Ｌ１とし、軸線φに対して他方の側に位置付けられる噴射
口側交点Ｐ１および出口側交点Ｐ２を結んだ直線を第２仮想線Ｌ２とする。なお、図３の
黒丸点は、噴射口側交点Ｐ１および出口側交点Ｐ２を説明するために図示したものであっ
て、実際の断面形状に黒丸点に相当する部位は存在しない。
【００４８】
　本実施形態では、先端テーパ部１６１ｄの広がり角度θ１が、第１仮想線Ｌ１と第２仮
想線Ｌ２との間に形成される角度θ２よりも僅かに小さくなるように決定されている。換
言すると、先端テーパ部１６１ｄの広がり角度θ１が、第１仮想線Ｌ１と第２仮想線Ｌ２
との間に形成される角度θ２以下になっている。これにより、混合部１６２ｃへ噴射され
る噴射冷媒が軸線φに垂直な径方向に過度に広がらないようになっている。
【００４９】
　ディフューザ部１６２ｄは、図２に示すように、混合部１６２ｃから流出した混合冷媒
の流れを減速して冷媒圧力を上昇させる円錐台状の空間である。つまり、ディフューザ部
１６２ｄは、混合部１６２ｃの冷媒出口１６２ｅに連続するように配置されて冷媒の通路
面積を徐々に大きくする形状に形成されており、冷媒流れを減速して冷媒圧力を上昇させ
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る機能、すなわち、冷媒の速度エネルギを圧力エネルギに変換する機能を果たす。
【００５０】
　ディフューザ部１６２ｄ下流側には、図１に示すように、流出側蒸発器１７が配置され
ている。流出側蒸発器１７はディフューザ部１６２ｄから流出した流出冷媒と送風ファン
１７ａより送風された送風空気とを熱交換させて、冷媒を蒸発させて吸熱作用を発揮させ
る吸熱用熱交換器である。
【００５１】
　送風ファン１７ａは、図示しない空調制御装置から出力される制御電圧によって回転数
（送風空気量）が制御される電動式送風機である。さらに、流出側蒸発器１７の冷媒出口
は圧縮機１１の冷媒吸入口へ接続される。
【００５２】
　次に、分岐部１４にて分岐された他方の冷媒が流れる吸引口側配管１５ｂは、絞り機構
１８および吸引側蒸発器１９を介して、エジェクタ１６の冷媒吸引口１６２ａへ接続され
る。絞り機構１８は吸引側蒸発器１９に流入する冷媒を減圧する減圧手段であるとともに
、吸引側蒸発器１９に流入する冷媒の流量調整を行う流量調整手段でもある。この絞り機
構１８としては、キャピラリチューブ、オリフィス等の固定絞りを採用することができる
。
【００５３】
　吸引側蒸発器１９は、絞り機構１８から流出した冷媒と送風ファン１９ａより送風され
た送風空気とを熱交換させて、冷媒を蒸発させて吸熱作用を発揮させる吸熱用熱交換器で
ある。送風ファン１９ａは、送風ファン１７ａと同様の構成の電動式送風機である。
【００５４】
　次に、上記構成における本実施形態のエジェクタ式冷凍サイクル１０の作動を説明する
。圧縮機１１を車両エンジンにより駆動すると、圧縮機１１から吐出された高温高圧状態
の冷媒は放熱器１２に流入する。放熱器１２では高温の冷媒が外気により冷却されて凝縮
する。放熱器１２から流出した高圧冷媒はレシーバ１２ｂ内に流入して気液分離される。
【００５５】
　レシーバ１２ｂから流出した液相冷媒は膨張弁１３へ流入して、気液二相状態の中間圧
冷媒となるまで減圧膨張されて分岐部１４へ流入する。この際、膨張弁１３は、流出側蒸
発器１７出口側冷媒の過熱度が予め定めた値に近づくように、その下流側へ流出させて冷
媒流量を調整する。
【００５６】
　膨張弁１３にて減圧膨張された冷媒は、分岐部１４にてノズル側配管１５ａへ流入する
冷媒流れと吸引口側配管１５ｂへ流入する冷媒流れとに分流される。この際、ノズル側配
管１５ａへ流入する冷媒流量Ｇｎｏｚと吸引口側配管１５ｂへ流入する冷媒流量Ｇｅとの
流量比Ｇｅ／Ｇｎｏｚは、ノズル１６１および絞り機構１８の流量特性（圧力損失特性）
によって、サイクル全体として高い成績係数（ＣＯＰ）を発揮できるように決定される。
【００５７】
　ノズル側配管１５ａを介してエジェクタ１６へ流入した中間圧冷媒は、ノズル１６１に
て、さらに減圧される。この際、ノズル１６１にて冷媒の圧力エネルギが速度エネルギに
変換され、冷媒噴射口１６１ａから気液二相状態の冷媒が高速度となって噴射される。そ
して、この噴射冷媒の吸引作用により、冷媒吸引口１６２ａから吸引側蒸発器１９にて蒸
発した気相冷媒が吸引される。
【００５８】
　ノズル１６１から噴射された噴射冷媒と冷媒吸引口１６２ａより吸引された吸引冷媒は
、混合部１６２ｃへ流入して混合される。さらに、混合部１６２ｃにて混合された混合冷
媒は、冷媒出口１６２ｅから流出してディフューザ部１６２ｄへ流入する。ディフューザ
部１６２ｄでは、冷媒通路面積の拡大により、冷媒の速度エネルギが圧力エネルギに変換
されるため、冷媒の圧力が上昇する。
【００５９】
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　ディフューザ部１６２ｄから流出した冷媒は流出側蒸発器１７に流入する。流出側蒸発
器１７では、流入した低圧冷媒が送風ファン１７ａの送風空気から吸熱して蒸発する。こ
れにより、送風ファン１７ａの送風空気が冷却されて車室内へ送風される。そして、流出
側蒸発器１７から流出した気相冷媒は、圧縮機１１に吸入され再び圧縮される。
【００６０】
　一方、吸引口側配管１５ｂに流入した冷媒流れは、絞り機構１８で減圧膨張されて低圧
冷媒となり、この低圧冷媒が吸引側蒸発器１９に流入する。吸引側蒸発器１９では、流入
した低圧冷媒が送風ファン１９ａの送風空気から吸熱して蒸発する。これにより、送風フ
ァン１７ａの送風空気が冷却されて車室内へ送風される。吸引側蒸発器１９から流出した
気相冷媒は、上述の如く、冷媒吸引口１６２ａからエジェクタ１６内へ吸引される。
【００６１】
　以上の如く、本実施形態のエジェクタ式冷凍サイクル１０では、エジェクタ１６のディ
フューザ部１６２ｄ流出冷媒を流出側蒸発器１７に供給できるとともに、吸引口側配管１
５ｂ側へ流入した冷媒を絞り機構１８を介して吸引側蒸発器１９に供給できるので、流出
側蒸発器１７および吸引側蒸発器１９で同時に冷却作用を発揮できる。
【００６２】
　さらに、流出側蒸発器１７下流側を圧縮機１１吸入側に接続しているので、ディフュー
ザ部１６２ｄで昇圧された冷媒を圧縮機１１に吸入させることができる。その結果、圧縮
機１１の吸入圧を上昇させて、圧縮機１１の駆動動力を低減することができ、ＣＯＰを向
上させることができる。
【００６３】
　この際、本実施形態では、エジェクタ１６のノズル１６１としてラバールノズルを採用
しているので、混合冷媒の流速を増加させてディフューザ部１６２ｄから流出する流出冷
媒の圧力を充分に上昇させることができる。
【００６４】
　さらに、本実施形態のノズル１６１には、先端テーパ部１６１ｄが形成されているので
、噴射冷媒をノズル軸方向に垂直な径方向に広げながら混合部１６２ｃへ噴射することが
できる。従って、混合部１６２ｃへ噴射される噴射冷媒と混合部１６２ｃへ流入する吸引
流体とを衝突させて混合させることができる。
【００６５】
　この際、基準断面における先端テーパ部１６１ｄの広がり角度θ１が、第１仮想線Ｌ１
と第２仮想線Ｌ２との間に形成される角度θ２以下となっているので、図４の白抜き矢印
で示すように、噴射冷媒が径方向に過度に広がることがない。従って、エジェクタ効率η
ｅを低下させる原因となる噴射流体と吸引流体との混合損失を抑制できる。
【００６６】
　その結果、本実施形態のエジェクタ１６によれば、エジェクタ効率ηｅが低下してしま
うことを抑制しながら混合部１６２ｃにて噴射冷媒と吸引冷媒とを適度に混合させること
ができるとともに、混合冷媒の流速を増加させてディフューザ部１６２ｄにて流出冷媒の
圧力を充分に上昇させることができる。
【００６７】
　さらに、エジェクタ効率ηｅが低下してしまうことを抑制しながら混合部１６２ｃにて
噴射冷媒と吸引冷媒とを適度に混合できることは、本実施形態のように、ノズル１６１か
ら噴射される噴射冷媒が気液二相状態となり、冷媒吸引口１６２ａから吸引される吸引冷
媒が気相状態となるエジェクタ式冷凍サイクルに適用されるエジェクタ１６において極め
て有効である。
【００６８】
　その理由は、混合部１６２ｃにて噴射冷媒と吸引冷媒とを適度に混合させてディフュー
ザ部１６２ｄへ流入する混合冷媒を、気相冷媒の流速および液相冷媒の流速が略等速とな
る均質な状態にすることで、ディフューザ部１６２ｄにて効率的に速度エネルギを圧力エ
ネルギに変換できるからである。
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【００６９】
　（第２実施形態）
　第１実施形態では、ノズル１６１の先端テーパ部１６１ｄの広がり角度θ１が、第１仮
想線Ｌ１と第２仮想線Ｌ２との間に形成される角度θ２よりも僅かに小さくなるように決
定された例を説明したが、広がり角度θ１を角度θ２よりも小さくするに伴って、混合部
１６２ｃへ噴射される噴射冷媒の流れ方向と吸引冷媒の方向が平行に近づき、噴射流体と
吸引流体との混合性も悪化していく恐れがある。
【００７０】
　そこで、本実施形態では、図５に示すように、基準断面における広がり角度θ１を角度
θ２と同等にした例、換言すると、基準断面と先端テーパ部１６１ｄの交線の延長線上に
、出口側交点Ｐ２が位置付けられている例を説明する。なお、図５は、本実施形態のエジ
ェクタ１６の軸線φを含む軸方向断面（基準断面）の拡大図であり、第１実施形態の図３
に対応する図面である。その他の構成は、第１実施形態と同様である。
【００７１】
　これによれば、混合部１６２ｃへ噴射される噴射冷媒と混合部１６２ｃへ流入する吸引
流体が混合部１６２ｃの冷媒出口１６２ｅへ至るまで充分に混合することができるので、
エジェクタ効率ηｅの低下を抑制しながら噴射流体と吸引流体とを適切に混合させること
ができるとともに、混合流体の流速を増加させてディフューザ部１６２ｄにて流出流体の
圧力を充分に上昇させることができる。
【００７２】
　（第３実施形態）
　本実施形態では、第１実施形態に対して、図６に示すように、ノズル１６１の冷媒通路
内に針状のニードル１６３を設けた例を説明する。このニードル１６３は、ノズル１６１
の軸線φに対して同軸上に伸びるよう円柱状の部材であるとともに、その先端部であって
ノズル１６１の先端テーパ部１６１ｄ内に位置する部位に、冷媒流れ方向に向かって徐々
に軸方向垂直断面積が減少する先細テーパ部１６３ａが形成されている。
【００７３】
　さらに、先細テーパ部１６３ａの面積の縮小度合は、末広テーパ部１６１ｃの冷媒通路
面積の拡大度合から先端テーパ部１６１ｄの冷媒通路面積の拡大度合を減算した値と一致
している。換言すると、末広テーパ部１６１ｃにおける冷媒通路面積の拡大度合と先端テ
ーパ部１６１ｄにおける冷媒通路面積の拡大度合は一致している。
【００７４】
　これによれば、先端テーパ部１６１ｄを設けても、冷媒通路全体の冷媒通路面積の変化
が、先端テーパ部１６１ｄを設けていないラバールノズルと同様となるので、混合流体の
流速を効果的に増加させることができる。
【００７５】
　その結果、第１実施形態と同様の効果を得られるだけでなく、ディフューザ部１６２ｄ
にて流出流体の圧力を効果的に上昇させることができる。もちろん、このニードル１６３
を第２実施形態のエジェクタ１６に適用してもよい。
【００７６】
　（他の実施形態）
　本発明は上述の実施形態に限定されることなく、以下のように種々変形可能である。
【００７７】
　（１）上述の実施形態では、混合部１６２ｃを円柱状の空間として形成し、ディフュー
ザ部１６２ｄを円錐台状の空間としているので、図２～６に示すように基準断面において
、混合部１６２ｃの冷媒出口１６２ｅに角部が形成されるが、この角部を廃止するように
混合部１６２ｃとディフューザ部１６２ｄとを滑らかに繋いでもよい。
【００７８】
　（２）上述の実施形態では、ノズル１６１の上流側で冷媒の流れを分岐するエジェクタ
式冷凍サイクル１０に、エジェクタ１６を適用した例を説明したが、本発明の適用はこれ
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【００７９】
　例えば、分岐部１４、吸引口側配管１５ｂおよび流出側蒸発器１７を廃止して、エジェ
クタ１６のディフューザ部１６２ｄの下流側に低圧側気液分離器を配置し、吸引側蒸発器
１９には、アキュムレータにて分離された液相冷媒を流入させるエジェクタ式冷凍サイク
ルに適用してもよい。
【００８０】
　また、エジェクタ１６の出口側に分岐部１４を配置して、分岐された一方の冷媒を流出
側蒸発器１７へ供給し、他方の冷媒を吸引側蒸発器１９へ流入させるエジェクタ式冷凍サ
イクルに適用してもよい。
【００８１】
　（３）上述の実施形態では、冷媒として通常のフロン系冷媒を採用した例を説明したが
、冷媒の種類はこれに限定されない。例えば、炭化水素系冷媒、二酸化炭素を用いてもよ
い。さらに、高圧側冷媒圧力が冷媒の臨界圧力を超える超臨界冷凍サイクルに、本発明の
エジェクタを適用してもよい。
【００８２】
　（４）上述の実施形態では、流出側蒸発器１７および吸引側蒸発器１９を室内側熱交換
器として構成し、放熱器１２を大気側へ放熱する室外熱交換器として構成しているが、逆
に、流出側蒸発器１７および吸引側蒸発器１９を大気等の熱源から吸熱する室外側熱交換
器として構成し、放熱器１２を空気あるいは水等の被加熱冷媒を加熱する室内側熱交換器
として構成するヒートポンプサイクルに、本発明のエジェクタを適用してもよい。
【００８３】
　（５）上述の各実施形態では、車両用空調装置用のエジェクタ式冷凍サイクル１０に、
本発明のエジェクタを適用した例を説明したが、本発明のエジェクタの適用はこれに限定
されない。定置用のエジェクタ式冷凍サイクルに適用してもよいし、エジェクタ式冷凍サ
イクル以外に適用してもよい。
【符号の説明】
【００８４】
１６　　　　エジェクタ
１６１　　　ノズル
１６１ａ　　冷媒噴射口（流体噴射口）
１６１ｂ　　喉部
１６１ｄ　　先端テーパ部
１６２　　　ボデー
１６２ａ　　冷媒吸引口（流体吸引口）
１６２ｃ　　混合部
１６２ｄ　　ディフューザ部
１６２ｅ　　冷媒出口（流体出口）
１６３　　　ニードル
１６３ａ　　先細テーパ部
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              米国特許第０４１２９０１２（ＵＳ，Ａ）　　　
              特開２００４－１１６８０７（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｆ２５Ｂ　　　１／００，　５／０４　　　　
              Ｂ０１Ｆ　　　５／０４
              Ｆ０４Ｆ　　　５／４６　　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

